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要約
本研究の目的は、近年、解決すべき社会課題として注目されつつある公共交通機関の混雑緩和策の１つ

としての時間帯別運賃について、企業の時差通勤に対する意識を分析し、効率的な時間帯別運賃の具体的

な制度設計はどのようなものなのか明らかにすることである。研究の結果、1～5%程度の少額の価格調整でも

大企業に対する時差通勤の促進策としては十分効果があり、交通機関の混雑緩和という目標を達成する施

策としては有益なものであるという結論に至った。

１．はじめに
近年、国土交通省が公共交通の混雑緩和に向けた検討会を設置するなど、公共交通機関の混雑緩和が

解決すべき社会課題として注目されつつある。その解決策の1つとして、交通機関の混雑する時間帯の料金

のみを割高にするなどの時間帯別運賃の導入が検討されつつある。しかし、通勤時間帯の運賃が割高にな

ることは家計や企業の負担になりかねないうえ、割安な時間帯に利用者が集中することも考えられる。そこで

本研究では、企業の時差通勤に対する意識を分析したうえで、研究対象を複数の交通機関に広げ、最も効

率的な時間帯別運賃の具体的な制度設計はどのようなものなのか明らかにしたい。

２．研究手法
高津高校のOB･OG会を通じ、全国の企業に所属する高津高校のOB･OGにGoogleフォーム形式のアン

ケートを送付した。計200人にアンケートを送付し、13人から回答を得ることができた。

≪アンケートの文面≫



３．結果
　≪高津OB･OG会を通じた調査≫

以下、Googleフォーム形式の質問およびその回答の中から、特に研究と関係のあるものについて取り上げ

て分析する。



1. 現在時差通勤を導入していない企業で、鉄道運賃を操作した場合、時差通勤の導入を検討する企業の

割合は50%であった。また、運賃が1～5%程度割高になれば検討する企業と、10～20%程度割高になれば

検討する企業に大別できた。

2. 現在時差通勤を導入していない企業で、高速道路料金を操作した場合、時差通勤の導入を検討する企

業の割合は約33%であった。また、既存のETC朝夕割引が廃止された時点で時差通勤を認める企業も

あった。

3. 鉄道、高速道路にかかわらず、時差通勤の導入に消極的な理由としては、テレワークなどの他の働き方

へのシフトを優先していることや、自社の業務や法人の取引先との業務への支障が生じることへの懸念を

あげている企業があった。

4. 交通機関を利用している社員が多い企業ほど、ラッシュ時の鉄道運賃や高速道路料金の値上げ幅や

ラッシュ時間帯外の値下げ幅が少ない段階で時差通勤を認めると回答していた。

5. 高速道路における料金体系については、回答数が不十分であったため、今回は分析が行えないと判断

した。

４．考察
今回の調査において時差通勤の導入率が５割程度であったのは、テレワークなど時差通勤以外の対策を

講じている企業が少なくなかったためだと考えた。また、結果の項の４で示したような内容になった理由は、

交通機関利用者が多ければ、1人あたりの値上げ額が少額であっても総額としては大きな金額になり、企業

の財務状況に小さくない影響を与えるためではないかと考察した。



５．結論
今回の調査結果を踏まえ、1～5%程度の少額の価格調整でも大企業に対する時差通勤の促進策としては

十分効果があり、交通機関の混雑緩和という目標を達成する施策としては有益なものではないかという結論

に至った。今後の展望としては、より幅広い業種や規模の企業からの回答をもとに、より詳しい分析や高速道

路の料金体系についての分析も行うと、効果的な時差通勤対策が見えてくるのではないかと予想した。
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